2011年度「労働法」（10月11日／14日）
第３／４回　労働者の人権保障・雇用平等・ワーク・ライフ・バランス（荒木68～102頁）

第３／4回講義のねらい「民法420条では、債務不履行について損害賠償額の予定は可能とされ、損害賠償額をめぐる紛争を防止するものとして積極的に捉えられている。しかし労基法16条は違約金・損害賠償額を予定する契約を禁止している。なぜだろうか。」「均等待遇に関する労基法3条は、憲法14条には規定されている「性別」による差別を禁止していない。なぜだろう。」「男女雇用機会均等法は雇用における女性差別を防止するもの、という理解は正しいか」「夫が育児休業をとると優遇されるというのは本当？」などについて考える。
1. 労働者の人権保障（労働憲章）
a. 不当な人身拘束の禁止
i. 強制労働の禁止(労基法5条)
ii. 賠償予定の禁止（労基法16条）
設例　ビッグベリー社には、留学先を自由に選べ、渡航費・留学費・留学中の手当などを会社が支出する海外留学制度があり、長谷航君は、同制度を利用してアメリカに留学することになった。長谷君は留学に際して、「帰国後、5年経過する前にビッグベリー社を退職することとなった場合、海外留学費用の一切を返却する」という誓約書を会社に提出した。長谷君はMBAを取得して帰国したが、帰国後2年を経た時点で、ビッグベリー社を退社し、より高額の給与を提示した別会社に転職した。そこでビッグベリー社は、長谷君に対して留学費用の返還請求訴訟を提起したが、長谷君は、留学費用を返還しなければ5年間自由に退社できないのは不当な人身拘束で、労基法16条違反だと主張している。
参考：労働判例百選14（長谷工コーポレーション）事件

iii. 前借金相殺の禁止（労基法17条）
iv. 強制貯蓄の禁止（労基法18条）
b. 中間搾取の禁止（労基法6条）
c. 公民権行使の保障（労基法7条）

2. 均等待遇(労基法3条)
3. 男女雇用平等
荒木82頁【図表5-1男女雇用平等・ワーク・ライフ・バランス法制の展開】参照

a. 男女賃金差別の禁止（労基法4条）
b. 男女平等取扱い法理（公序法理）
c. 男女雇用機会均等法の制定と展開
荒木89頁【図表5-2　男女雇用機会均等法の展開】参照
d. 男女雇用機会均等法の規制内容
i. 性別を理由とする差別禁止(直接差別)

1) 募集・採用
2) 配置、昇進、降格、教育訓練
3) 福利厚生

4) 職種・雇用形態の変更

5) 退職の勧奨、定年・解雇、労働契約の更新

ii. 間接差別

iii. ポジティブ・アクション

iv. 女性の婚姻、妊娠、出産を理由とした不利益取扱い禁止

v. セクシャル・ハラスメント

4. 育児介護休業法

a. 育児休業

b. 介護休業

c. 子の看護休暇

d. 介護休暇

e. 時間外・深夜業の制限、短時間勤務措置、所定外労働免除、転勤等についての配慮
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